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論 文 内 容 要 旨
本研究では、法人課税理論における資本概念を明 らかにすべ く諸説を検討 し、分析 を行 ってきた。
法人課税 の問題 は、財政学 ・租税法学 ・会計学 などの隣接諸科学 に関連 している。 この ことか ら、
本研究の目的は、租税理論 や租税根拠論 といった財政学的考察を前提 とし、併せて商法 における資
本概念を も加味 して法人課税理論 における資本概念を明確 にしよ うとしている。その結果、本研究
か ら、次の見解を支持す ることとした。
まず、わが国法人課税理論 は、商法 における資本概念 の影響を強 く受けている。 この ことか ら商
法の存在 は、擬制説的な法人課税理論 の構築 に与える影響 は少な くない。 この ことは法人課税理論
における実定法概念 ・実質概念双方か らも、実在説的課税根拠論を立論す るのが困難であることを
意味 している。 このよ うに観て くると、会計理論 としての企業持分概念によ る研究視角か ら、法人
課税理論 における実在説的資本観を説明するのは困難な現状 にあるといえる。
また財政学的見地か らも、実在説的な法人資本観の立論は困難であると指摘で きるか もしれない。
宮島教授 も指摘す るよ うに、わが国の法人税制改革 は 「所得 ベース課税の一環 と しての位置づ けを
より明確 にす る、経済 的中立性を高 ある、 および税制 の簡素化を図る」 という目的か ら、 「配当に
関す る所得税 との統合方式をよ り明確な制度で」実現すべ きであ る(宮 島[1987,P.200])・ この
ような統合方式を議論す る宮島教授 の見解の底流には、従来の課税根拠論 としての法人擬制説を堅
持する思考があるものと思われる。 したがって上述 したように、株主持分説に類す る資本の持分概
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念は、支持 されない こととな るのである。 したがって、合衆国の法人税体系のように、「法人 と株
主に別 々の人格 を認 めるという法律的観測 に基づき、法人 は企業利益に課税 され、全 く別の税が配
当を含めた株主 の所得 に課せ られ る」 とす る絶対法人税(Goode[!951,p。9])の 確立 は、わが国
においてはきわあて困難であるといえる。
さて、本研究 においては、わが国の法人課税理論 における資本概念の分析 を、商法の債権者保護
思考 による資本観 と対比 させて観察す る手法を採 って きた。 このよ うな手法を用 いたのは、商法の
資本観が、確定決算主義によって現下の法人課税理論上の資本観 に投影 されると考えたためである。
このように観て くると、法人課税理論における資本観を考察する時、商法の債権者保護思考 に基 づ
く資本概念の考察 は必要であり、欠 くべか らざる考察対象 となる。
しか しなが ら現下 のわが国商法の資本観 は、企業経営者 の恣意が介入す るという批判 と、 自己資
本比率の向上を妨 げるとす る批判が観察 されている。そこで上述 した2つ の問題点 を解消すべ く、
本研究では、わが国商法 の資本概念に替 え、近時、経済のボーダ レス化が加速 し、企業への投資が
多様化 していることを背景 として、 カ リフォルニア州会社法の資本概念 を導入する試みを行 った。
わが国における企業 も経済のボーダレス化 という環境下 において、国際的な見地か ら投資家の批
判に堪 え られる配当制限構造を有する必要が迫 られていると思われる。 このような ことか ら実際わ
が国では、企業会計 を国際的な基準 に適合 させ る動 きが活発化 してお り、旧来の基準を見直すべ き
時期 にきていると考え られる。特 に、わが国商法の規定 は、企業経営者 の恣意介入 によ って、配当
制限規定が有効に機能 していないと指摘 され る。他方、 カ リフォルニア州会社法は、配 当制限 に対
す る企業経営者 の恣意的介入の回避可能性を高度に達成 している点で、わが国商法 に比 して優れて
いる。
さらに、 このよ うな商法水準における企業経営者 の恣意性排除 ・自己資本比率の向上 を実践す る
議論の他に、企業課税水準において も上述 した問題を高度に解消する法人税制 として、キ ャッシュ ・
フロー法人税を とり挙げた他、支払配当損金算:入制度を検討 した。 これによ って税法 ・商法 の両面
か ら、企業の自己資本比率向上のための方途を検討 したので ある。
ところで、わが国商法 における配当可能利益の算定構造 に替え、 カ リフォルニア州会社法 におけ
るそれを導入す る場合、実証研究 によって より説得的な議論が展開 されるべきである。 それは、 こ
の研究領域の先学者が、 これまで法的概念論ない しは規範論 に拘泥 して きた ことには限界があると
考え られ るか らである。 このような意味で、分析手法 として回帰分析を用いた本研究は独創的であ
るといえる。具体的には同一 の抽 出企業に対 し、2っ の商法 による配当可能利益を算定 し、 その2
つの配当可能利益を二変量 として座標平面上にプロットし、散布図を作成 したのちに線形回帰 によ
り分析する手法を用いている。 さらには、今後 わが国において適用が義務づけ られることとなった
税効果会計の影響を、 いち早 く配 当制限構造 に取 り込んでいる点において も、本研究は先駆的な研
究の一面を有 している。 このような分析手法を用いて、本研究の第三部で は、回帰分析 による配 当
制限規定の比較を行い、本研究の主要 なテーマである配当制限規定 の入れ替え につ いて、分析を実
践 した。
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本研究の第三部 における考察 の結果、次の ことが明 らか とな った。 まず、わが国商法の配当制限
規定 は、 カ リフォルニア州会社法 における配当制限 に比 して、債権者保護思考が強い ということで
ある。 さ らに同州会社法における配当制限規定を、本研究の実証研究上 の抽 出企業 に導入 したが、
もっとも純粋な形で分析を行えたのは、 わが国において税効果会計を導入 している106社 に限 られ
た。 しか しなが らこの106社 の うち、 カ リフォルニァ州会社法 による配当制限をそのまま導入 して
も、当面は現状 の配 当水準を維持することが可能 となる企業 は86社 観察 されている。
本研究を通 じて行 われた配当制限構造 の観察結果か ら、最 も重要な発見の一つ として挙げ られる
のは、税効果会計 によって生 じる繰延税金資産 ・繰延税金負債が、配当制限規定に看過で きない影
響 を与 えているとい うことである。 これはわが国 とアメ リカ(カ リフォルニア州)に おける税効果
会計の取 り扱 いの差異が、配当可能利益の算定構造 に投影 されてい るという観察結果による。現行
の商法規定で は繰延税金資産にっいて、その資産性を強調 しているものの、貸倒引当金 に類す る評
価勘定 を設 けていない。 これに対 して、アメ リカにおいては繰延税金資産 につ いて評価勘定 を設 け
ている。つまりアメ リカでは、繰延税金資産はその資産性が強 く疑われていることか ら、配当制限
項 目としての位置付けがなされてお り、 これに比べて、わが国にお ける繰延税金資産の認識 に問題
な しとは しないのである。
本研究で、発生主義会計が原因で、 インフ レーション時に元来償却 されるべき経済的減価償却を
実践することが困難 であることをとり挙げ、加速償却の妥当性、 ひいてはキ ャッシュ ・フロー法人
税導入の議論をとり挙げた。 これは発生主義会計 に対する、法人課税理論か ら提示されたア ンチテー
ゼである。 この他、類似 した議論 と して、資産化研究費の計上にっ いて も、わが国に比 し、 アメ リ
カにおいては伝統的な発生主義会計により懐疑的であるといえよ う。 これは、わが国 において繰延
税金資産 ・加速償却 ・キ ャッシュ ・フロー法人税 ・資産化研究費 といった、発生主義 によって生起
する問題 に対す る議論が、実定法 と して結実 していない ことにも裏付 け られ る。 これ はわが国商法
においても、繰延税金資産が配 当制限項 目を構成 しない ことに現れているのではなか ろうか。 この
よ うに観て くると、わが国商法における配当制限規定は制度的疲弊を きた しており、その商法の資
本概念 を借用概念 とする法人課税理論 における資本概念 も、今後 においてその資本観その ものが問
われて くると思われ るのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
この論文 は、法人課税理論における資本概念を明 らかにすべ ぐ諸説を検討 し、分析を行 ったもの
である。法人課税の問題 は、財政学 ・租税法学 ・会計学な どの隣接諸科学 にまたがる。 この ことか
ら、本論文で は租税理論や租税根拠論 といった財政学的考察を前提 とし、併せて商法にお ける資本
概念をその検討対象 と している。 さらに、経済のボーダ レス化が進展 してい る現在の状況下 におい
て、わが国で は企業会計 の諸基準を国際的な会計基準 に適合 させ る動 きが活発化 してお り、わが国
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商法 の配当制限構造 も、国際的な見地か ら投資家の批判 に堪え得 るものでなければな らないという
認識 の下 に、本研究はそのよ うな配当制限規定 を模索することを目的 としている。
法人課税理論における資本概念 の基礎的概念 とな っている現下 のわが国商法 の資本概念 には、企
業経営者の恣意が介入するという批判 と、 自己資本比率 の向上を妨げるとす る批判 という2っ の批
判的立場か ら、本論文ではこれ らの問題点 を解消すべ く、カ リフォルニア州会社法 の資本概念 の導
入を試みている。
そこで、 わが国商法 における配当可能利益の算定構造 に替え、 カ リフォルニア州会社法 における
それを導入す る場合、実証研究によってよ り説得的な議論が展開 されるべ きであり、本論文 では分
析手法 として回帰分析を用い、独創的な試論 を展開 して いる。分析手法 の点で若干精度 を欠 くとい
う短所 はみ られるものの、一定の範囲内での分析 の結果、 わが国商法の配当制限規定 はカ リフォル
ニア州会社法 における配当制限に比 して、債権者保護思考が強いということを計量的 に導出するこ
とに成功 してお り、本研究の成果 は、資本概念の基礎構造に関す る計:量的観察 に、一定 の新 たな知
見を加 えていると言え る。
よって、博士論文 の成績は 「合格」 と判定す る。
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